
















































































































































































































































































































































































































　 保育者（人数） ％ 累積％
半年未満 214 8.3 8.3
1年未満 170 6.6 14.9
1 ～ 3年未満 498 19.3 34.3
3 ～ 10年未満 1010 39.2 73.5
10年以上 654 25.4 98.9
無回答 18 0.7 99.6






















































































　 保育者（人数） ％ 累積％
とても感じる 611 23.7 23.7
感じる 1102 42.8 66.6
やや感じる 637 24.7 91.3
あまり感じない 93 3.6 94.9
まったく感じない 10 .4 95.3
どちらともいえない 95 3.7 99.0
無回答 26 1.0 100.0
合計 2574 100.0 　
表６【保育の専門性】保育の仕事は専門性の高い仕事だと思いますか。（保育士-50）
　 保育者（人数） ％ 累積％
そう思う 1174 45.6 45.6
どちらかと言えはそう思う 604 23.5 69.1
どちらとも言えない 141 5.5 74.6
どちらかと言えばそう思わない 27 1.0 75.6
思わない 11 .4 76.0
無回答 617 24.0 100.0
合計 2574 100.0 　
表７【情報共有】あなたの職場では仕事をするうえで必要な情報の共有が行われていますか。（QⅢ-42）
　 保育者（人数） ％ 累積％
正規・非正規含めた職員に情報が共有されている 232 9.0 9.0
非正規には伝えられない情報が一部ある 1307 50.8 59.8
非正規にはほとんど情報がない 921 35.8 95.6
無回答 111 4.3 99.9
不明 3 .1 100.0
合計 2574 100.0 　
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感じ，強い実践要求を持っていることである。処遇に多くの不満があり職場での強いストレスにさ
らされているが，６割以上の方が「仕事のやりがい」を「感ずる」とし，７割近くの方が「保育の
仕事は専門性の高い仕事」だと回答している（表５，６）。他方で，「実際に自分の担当する仕事の
専門性」が「高い」と回答している方は４割にとどまり，もっとも受けたい研修は「保育内容や子
どもの発達に関する内容」となっている。
　「仕事をするうえで必要な情報の共有が行われていますか」との質問に対しては，「正規・非正規
含めた職員に情報が共有されている」は１割にとどまり（表７），職場で保育の話し合いが「でき
ている」とする回答は３割に満たない。良い保育ができない不満が表明されている。安心安全な保
育をする上でも，子どものリスク情報などの情報共有は最低限の条件であるが，その条件さえ欠い
ている実態がうかがえる。
　非正規保育者が置かれている実態の特徴の第４は，正規保育者と非正規保育者の分断構造が強い
ために保育者同士の共感の希薄化による保育の質低下が見られることである。
　正規保育者に対する不満やストレスはかなりのものである。正規保育士と非正規保育士が分断さ
れ，正規非正規の保育者処遇改善要求にベクトルが向かっていない職場も少なくない。保育の仕事は，
子どもたちを受けとめ丸ごと理解しその理解を共有し，子どもたちと共感関係を成立させていく営
みであり，子どもの持つ発達課題に寄り添い，子どもたちを豊かに育む営みである。子ども理解も
発達課題を意識した働きかけも，特別のニーズを持つ子どもへのまなざしも，保育者同士が語り合っ
て知識と見方を共有することなくして，「質の向上」など望むべくもないことだけは確かである。
　　　４　まとめ
　本報告の結論は以下である。
　第１は，「自助，共助，公助」を理念とする社会保障・税一体改革とそれに位置づけられる少子
化対策＝子育て支援政策は，社会保障権を曖昧にし国家責任を後景に退かせる“改革”であり，人口
政策に従属していることである。
　第２は，子育て支援３法は，保育施設を利用施設化し行政の保育責任を解消して保育市場の開放
を指向した立法であるが，現下の政策軸は保育者労働力確保策となっていることである。
　第３は，子ども・子育て新制度によって，これまででさえ低位にある保育労働者状態がさらに劣
化するリスクがあることである。
（かきうち・くにみつ　明星大学人文学部教授）
人口政策・保育労働力政策としての子育て支援（垣内国光）
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